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発言の要旨 

１ 「学校の働き方改革」について 

 (1)本市公立小中学校に勤務する教員の勤務実態調査（出退勤調査）について 

  ①勤務実態調査の方法 

  ②時間外在校等時間月 45時間以上、年間 360時間以上の教員の小中学校別の割合（過去４年間） 

  ③月 80 時間以上の「過労死ライン」を超える教員の小中学校別の割合（過去４年間） 

 (2)本年度スタート時に教職員定数に満たなかった人数及び現在教職員定数に満たない人数（小中学校別

に） 

 (3)教育行政としての今後の対応 

 

２ 部活動の地域移行について 

 (1)学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁・文化

庁・文部科学省発出）について 

  ①学校部活動と地域クラブ活動の違い 

  ②改革の方向性 

 (2)鹿児島市部活動の地域移行について 

  ①鹿児島市学校部活動地域連携等推進協議会の構成メンバーと実施回数、協議内容 

  ②「学校の部活動等の方針」（鹿児島市）に明記されている「適切な休養日等の設定」の現段階での遵

守状況、部活動の地域移行後の方向性 

  ③子ども同士のトラブルや事故等の対応を含む管理責任の主体 

  ④本市における人材バンクの進捗状況 

  ⑤教員が地域クラブ活動で指導する場合の取扱いについて 

  ⑥モデル事業の成果と課題、今後のスケジュール 

 

３ 学校給食について 

 (1)学校給食費の公会計化について 

  ①目的 

  ②進捗状況 

  ③学校や保護者への説明を含む今後のスケジュール 

 (2)地域の特性を生かした学校給食 

 (3)学校給食と食育の関連 

 (4)学校給食費無償化の地域格差に対する市長の見解 
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16 和  る り か 立 憲 社 民 

４ 若者や女性が働き続けることのできる鹿児島市の創生について 

 (1)中小企業者の定義と本市における割合 

 (2)物価高騰が本市の中小企業者に与える影響の認識と対策 

 (3)本市の男女別の転出入の過去５年の人数と主な転出先 

 (4)「令和４年度鹿児島市勤労者労働基本調査・勤労者等意識調査」の調査目的及び調査方法 

 (5)本調査から見える本市の実態について 

  ①新規学卒者の初任給の男女差（中卒、高卒、短大・高専卒、大卒、大学院卒） 

  ②「働くうえで、女性は男性よりも不利だと思う」、「ややそう思う」と回答した人の男女別の割合と

傾向、不利だと思う理由 

  ③女性管理職登用について「行っている」、「ある程度行っている」、「検討中」、「行っていない」のそ

れぞれの割合 

  ④ハラスメント等防止に関する措置について、「社内広報等に記載している」、「研修等を開催している」

と回答した企業の割合、前回調査との比較と従業員規模別の傾向 

  ⑤経営者側の働き方改革に取り組む理由と取り組みたいこと 

  ⑥一般事業主行動計画の概要と内容分析（従業員 101 人以上、100 人以下） 

 (6)本調査を踏まえ、本市として施策に反映したこととその成果、社会の機運の醸成に対する今後の取組 

 

５ 投票率向上について 

 (1)超高齢化社会に備えた投票の在り方について 

  ①60 歳代、70 歳代、80 歳以上の直近３回の選挙における投票率とその評価 

  ②2024 年４月の市議会議員選挙における郵便等による不在者投票の登録者数及び実際の投票者数 

  ③現在の郵便等による不在者投票の課題 

  ④全国的に広がる移動期日前投票所の実施状況 

  ⑤本市の投票所の設置状況と今後の見通し 

 (2)市立３高校における期日前投票について 

  ①概要 

  ②高校側や高校生の反応及び選挙管理委員会事務局としての評価 

  ③今後の拡充の可能性 


